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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記（１）から（３）の構造を有するブテンオリゴマー誘導体。
（１）一方の末端基がｔｅｒｔ－ブチル基であり、（２）炭化水素主鎖の繰り返し構成単
位の数の８０モル％以上が下記式（１）で表され、
（３）他の一方の末端基が、下記式（２）または（３）で表されるγ－ブチロラクトン官
能基を６０モル％以上含有する。
【化１】
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【化２】

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、有用なマクロモノマーとしての末端γ－ブチロラクトン官能基を有する新規な
ブテンオリゴマー誘導体に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
マクロモノマーとは、片末端に重合性官能基を有する高分子量（通常、分子量が数百～１
万程度）モノマーと見なし得る化合物のことを指し、１９７２年に米国のＭｉｌｋｏｖｉ
ｃｈらによって提唱されたのが最初である。（ＵＳＰ３７８６１１６（１９７６）あるい
はＡＣＳ　Ｐｏｌｙｍ．Ｐｒｅｐｒ．，２１，４０（１９８０）等に記載）
従来の連鎖移動法によるグラフト共重合では、幹ポリマーの存在下で枝となるモノマーが
重合されるために、得られるグラフト共重合は枝の長さや分布が均一である。しかしなが
ら、新しく提案されたマクロモノマー法は、予め分子量やその分布、立体規則性、疎水性
、親水性等の物性を考慮しながら制御して製造するマクロモノマーを、重縮合・重付加反
応によりグラフト高分子を生成させることができ、構造の制御されたグラフト高分子の分
子設計法として優れている。
このマクロモノマー法を利用した新規材料の創出例については、『マクロモノマーの化学
と工業』（山下　雄也　編著、アイピーシー発行（１９８９））の文献にも触れられてい
るように、多種多様なマクロモノマーの提案がなされている。
【０００３】
一方、ブテンオリゴマー誘導体をマクロモノマーとして利用する試みは行われてきたが、
殆どが主鎖成分がイソブチレン骨格で構成され、かつ、そのα、ω－両末端に官能基を有
する両末端ブテンオリゴマーである。それらの一例として、Ｊ．Ｐ．Ｋｅｎｎｅｄｙらが
Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ：Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　　Ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｖｏｌ．２０，ｐ２８０９－２８１７（１９８２）の論文に
おいて、両末端にエポキシ官能基を有し、主鎖がイソブチレン骨格で両末端にエポキシ官
能基を有するブテンオリゴマー誘導体の製造について開示している。
しかしながら、このような両末端官能基を有するブテンオリゴマー誘導体は、本質的に本
発明の片末端官能基を有するブテンオリゴマー誘導体と分子構造が異なることは明白であ
る。
【０００４】
では、ブテンオリゴマー誘導体を開発するために基本樹脂となり得るブテンオリゴマーに
ついては、従来は塩化アルミニウム等の触媒で、所謂、「低反応性ブテンオリゴマー」が
製造されていたが、最近においては種々の触媒の使用によりその構造、とりわけオレフィ
ンの結合形式を変えた末端ビニリデンオレフィン構造の含有量が多い、所謂、「高反応性
ブテンオリゴマー」が製造されるようになってきた。
例えば、アメリカ特許第４，１５２，４９９号公報に代表されるように、高反応性ブテン
オリゴマーの製造が開示されており、更には、無水マレイン酸と反応させて、コハク酸末
端基を有するブテンオリゴマー誘導体（以下、コハク酸誘導体と略記する）を高収率で製
造できることを開示している。
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【０００５】
また、この高反応性ブテンオリゴマーの化学反応性を利用する新規誘導体の開示には、上
記コハク酸誘導体以外には、以下のように報告例がある。
例えば、日本特許第２，９０８，５５７号におけるカルボニル誘導体、特開平８－２９１
，１８３号公報におけるシリル誘導体、日本特許第２，６９６，０７６号におけるオキソ
誘導体およびそれを更に化学変換させたモノアミン誘導体等がある。
【０００６】
つまり、これまでに片末端にγ－ブチロラクトン官能基を有するブテンオリゴマー誘導体
については開示されていない。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、有用なマクロモノマーとしての末端にγ－ブチロラクトン官能基を有す
る新規なブテンオリゴマー誘導体を提供することにある。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　すなわち、本発明の第１は、次の（１）から（３）の構造を有するブテンオリゴマー誘
導体に関する。（以下、この誘導体をγ－ブチロラクトン誘導体と略記する）
（１）一方の末端基がｔｅｒｔ－ブチル基であり、
（２）炭化水素主鎖の繰り返し構成単位の数の８０モル％以上が下記式（１）で表され、
（３）他の一方の末端基が、下記式（２）または（３）で表されるγ－ブチロラクトン官
能基を６０モル％以上含有する。
【化３】

【化４】

【０００９】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を詳細に説明する。
本発明のγ－ブチロラクトン誘導体は、次の通り特定構造のブテンオリゴマーからコハク
酸誘導体を経て、段階的に製造することができる。
【００１０】
　まず、コハク酸誘導体を製造するには、出発原料には次の特定構造の高反応性ブテンオ
リゴマーを用いる。
（１）一方の末端基がｔｅｒｔ－ブチル基であり、
（２）炭化水素主鎖の８０モル％以上が前記式（１）で表される繰り返し構成単位からな
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り、
（３）かつ、もう一方の末端基として、６０モル％以上の式（４）で表される末端ビニリ
デンオリゴマー末端基を含有する。
【化５】

【００１１】
上記特定構造の高反応性ブテンオリゴマーは、イソブチレン単独を重合する、またはイソ
ブチレンと適宜にブテン－１、ブテン－２またはこれらの混合物などのオレフィンとカチ
オン重合することによって製造することができる。この製造法としては、前記アメリカ特
許第４１５２４９９号公報記載の実施例のようにＢＦ３触媒によるか、あるいは本発明者
らが開発した特開平１０－３０６１２８号公報による方法を参考にすることができる。
【００１２】
次に、この高反応性ブテンオリゴマーからコハク酸誘導体を製造する方法としては、前記
アメリカ特許第４，１５２，４９９号公報記載の方法に代表されるように、高反応性ブテ
ンオリゴマーに対して、無触媒の加熱のみで無水マレイン酸を熱付加反応させることによ
って製造することができる。
【００１３】
この無水マレイン酸の付加反応は、Ｅｎｅ反応機構で進行することがＭ．Ｔｅｓｓｉｅｒ
らのＥｕｒ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｊｏｕｒｎａｌ：Ｖｏｌ．２０，Ｎｏ．３，ｐ２６９－２
８０（１９８４）の論文において明らかにされており、さらには、その生成物の構造につ
いても以下のように特定している。
前記式（４）のビニリデン末端基のオレフィンに対して無水マレイン酸がＥｎｅ反応付加
して、この末端基は下記式（５）あるいは式（６）で表わされる不飽和オレフィンを有す
るコハク酸末端基に変換される。
【化６】

つまり、生成してくるこの両者の違いは、オレフィンの置換様式の違いであり、式（５）
はビニリデンタイプであり、式（６）は３置換タイプである。この式（５）と式（６）の
コハク酸誘導体の生成比は、製造条件によって異なるが、一般的には式（５）の方が優勢
して生成してくる。
なお、このようにして製造できる構造特定のコハク酸誘導体は、次の述べる本発明のγ－
ブチロラクトン誘導体の製造原料となり得る。
【００１４】
（γ－ブチロラクトン誘導体の製造）
以下に、本発明の前記式（２）あるいは式（３）で表わされるγ－ブチロラクトン誘導体
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の製造方法について説明する。γ－ブチロラクトン誘導体の製造には幾通りの方法が考え
られ、前記記載のコハク酸誘導体を水素化する方法や、あるいは、先に我々が見出したブ
タンジオール誘導体において、その末端ブタンジオール基の脱水反応させる方法などが挙
げられる。
【００１５】
ここでは、前者のコハク酸誘導体の水素化によるγ－ブチロラクトン誘導体の製造方法つ
いて詳説する。つまり、本方法はコハク酸誘導体を適当な水素化触媒によって水素化する
ことで、コハク酸末端基中に存在するオレフィンの接触還元とコハク酸末端基のどちらか
一方のカルボニル基のメチレン基への水素化分解が同時に進行し、目的のγ－ブチロラク
トン誘導体を得ることができる。
【００１６】
この水素化分解による製造法として、化学工業の基幹商品であるγ－ブチロラクトンある
いは１，４－ブタンジオールの製造方法を参考にすることが可能であり、これまでにγ－
ブチロラクトンの製造法としては、Ｕｗｅ　ＨｅｒｒｍａｎｎらがＩｎｄ．Ｅｎｇ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｒｅｓ，Ｖｏｌ．３６，ｐ２８８５－２８９６（１９９７）の論文に代表されるよ
うに、無水マレイン酸原料からγ－ブチロラクトンおよび１，４－ブタンジオールを効率
よく製造する方法を開示している。
【００１７】
つまり、このＨｅｒｒｍａｎｎらの方法は、無水マレイン酸原料に対して適当な水素化触
媒を共存させて水素化分解させることで、まず、無水マレイン酸分子中のオレフィンが接
触還元されてコハク酸となり、次いでこのコハク酸中に存在するどちらか一方のカルボニ
ル基をメチレン基に水素化分解させることでγ－ブチロラクトンを得ることができる。一
連の反応は次に示す反応スキーム１の通りである。
【化７】

【００１８】
そこで、本発明のγ－ブチロラクトン誘導体の具体的な製造方法においては、コハク酸誘
導体を水素ガス共存下で水素化触媒を作用させることによって、前述の無水マレイン酸か
らγ－ブチロラクトンへの変換と同様に、各コハク酸誘導体の末端官能基に存在するオレ
フィンの接触還元とカルボニル基の水素化分解が同時に進行し、γ－ブチロラクトン誘導
体を高収率でもって変換することが可能である。
【００１９】
製造条件としては、まず、水素ガスの水素圧は常圧～２０ＭＰａ、好ましくは１０ＭＰａ
以下、反応温度は０～３００℃の範囲で、好ましくは２４０℃以下に設定する。つまり、
３００℃以上の反応温度にすると、コハク酸誘導体あるいはγ－ブチロラクトン誘導体を
構成する、式（１）で表わされるイソブテン骨格の熱分解が生じるためによろしくない。
また、反応時間は特に限定されないが通常は１～３時間程度である。
【００２０】
使用される水素化触媒は、均一系、不均一系触媒のどちらでもよく、触媒の種類も特に限
定はされないが、本発明のような水素化反応には、反応終了後の生成物の精製を考慮する
と不均一系触媒が好まれて使用される。
触媒の種類においても、特に限定がなく、Ｐｄ，Ｐｔ，Ｒｕ等の貴金属系やＣｕ－Ｃｒ系
触媒等を使用することができ、これらの金属触媒類は、アルミナ、シリカ、活性炭等の不
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活性担体に担持されたものでも構わない。これらの触媒は少量でも触媒的作用をするため
その使用量は少なく、たとえば用いるコハク酸誘導体に対して０．０１～５０モル％の量
で十分である。
【００２１】
この反応に使用できる反応溶媒は、原料のコハク酸誘導体が可溶で反応に活性な溶媒、例
えば、ヘキサン、イソオクタン等の脂肪族炭化水素溶媒、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
等のエーテル系溶媒などを用いることができる。さらに好ましくは、反応基質自体を溶媒
として無溶媒下で還元反応を行わせる。
【００２２】
但し、高分子量のコハク酸誘導体を原料に使用する場合には、反応中の界面での触媒との
接触効率が液粘度に左右されることと、還元されて生成するγ－ブチロラクトン誘導体も
原料と同様の粘度を有するために、反応原料自体を前記記載の溶媒等で希釈することが好
ましい。
【００２３】
この水素化反応後は、触媒残さをろ過等の常法手段で除去する。また、反応溶媒を使用し
た場合においては、触媒を除去させた反応溶液を濃縮、乾燥等の適宜の分離・回収手段に
よって、目的物であるγ－ブチロラクトン誘導体を得ることができる。
【００２４】
以上のようにして得られた生成物においては、原料のコハク酸誘導体中のオレフィンの飽
和化と、コハク酸末端基のどちらか一方のカルボニル基がメチレン基に還元された、前記
式（２）あるいは（３）で表わされるγ－ブチロラクトン誘導体に変換される。なお、こ
のようにして製造されるγ－ブチロラクトン誘導体は、常温常圧下で安定に存在する物質
である。従って、製造されたγ－ブチロラクトン誘導体をさらに高純度で得るためには、
常法の分離手段、たとえばシリカゲルクロマトグラフィーを分離手段として容易に単離・
回収することが可能である。なお、これらのγ－ブチロラクトン誘導体は、いずれの場合
も既往の文献に記載の無い新規な化合物群である。
【００２５】
また、これらのγ－ブチロラクトン誘導体は、主鎖成分に柔軟性のある長いブテンオリゴ
マーを持ち、かつ、末端置換基に種々の化学反応が可能なヒドロキシ酸であるγ－ブチロ
ラクトン官能基を有するために、様々な用途で有用なマクロモノマーとなり得る可能性を
有している。以下にその応用例を紹介する。
【００２６】
まずは、エポキシ樹脂材料（配合物）に対する反応型可とう性付与剤としての使用が考え
られる。エポキシ樹脂材料（配合物）は、エポキシ樹脂と硬化剤とで基本的に構成されて
いるが、その応用目的に応じて、これに様々な添加剤が加えられる。その添加剤としては
、改質成分として可塑剤、液状ゴム、充填剤等が挙げられ、流動調整成分として希釈剤、
チキソトロピー化剤等が挙げられる。さらに、必要に応じて、顔料、溶剤、消泡剤、レベ
リング剤および粘着付与剤等が加えられる。その添加剤の改質成分として可塑剤の種類に
おいて、エポキシ硬化樹脂に対して可塑化による可とう性を付与するために、可とう性側
鎖を持つモノエポキサイド化合物等が提案されている。
【００２７】
しかし、本発明のγ－ブチロラクトン誘導体をエポキシ樹脂に使用した場合には、前述の
モノエポキサイド化合物等の使用時の挙動と異なることが予想される。つまり、その官能
基がカルボキシル基と水酸基で構成される化学反応性に富むヒドロキシ酸官能基であるた
め、エポキシ樹脂の硬化時に、エポキシ樹脂の構成官能基であるエポキシ基や硬化剤の構
成官能基であるアミン基等と反応することで、樹脂マトリックス上に化学結合で取り込ま
れ、その結果、誘導体中のブテンオリゴマー成分によって所望の可とう性を付与させる可
能性を有している。
【００２８】
また、これらのγ－ブチロラクトン誘導体は重縮合可能なマクロモノマーとなる可能性が
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ある。一般的に、γ－ブチロラクトン官能基は５員環ラクトンの熱力学的安定性から重合
能が乏しいことが、Ｆ．Ｋｏｒｔｅらの報文（Ｐｏｌｙｍ．Ｌｅｔｔ．．，Ｖｏｌ４，ｐ
６８５（１９６６））からも公知であった。しかし、Ｈ．Ｆｕｋｕｚａｋｉらの報文（Ｍ
ａｃｒｏｍｏｌ．Ｃｈｅｍ．，Ｖｏｌ１９０，ｐ１５５３（１９８９））に代表されるよ
うに、近年重合触媒の開発によりγ－ブチロラクトンを開環重重合させることが可能とな
り、γ－ブチロラクトンから生分解性を有するポリエステルの合成研究がなされてきてい
る。つまり、本発明のγ－ブチロラクトン誘導体も末端官能基がγ－ブチロラクトンであ
るため、このようなポリエステル合成の際のマクロモノマーとしての利用が可能となる。
【００２９】
以上のように、本発明のγ－ブチロラクトン誘導体は、エポキシ樹脂等に対しての反応型
可塑剤として、あるいは重縮合反応に対しては新規ポリマー合成のためのマクロモノマー
として利用することが可能であって、高反応性ブテンオリゴマー単独あるいはγ－ブチロ
ラクトン単独からは発揮できない物性を有する機能性材料を創出することを可能とする。
【００３０】
そこで、以上の本発明の誘導体のこのような利用にあたって、この効果を十分発揮させる
ためには、出発原料として用いるブテンオリゴマーの一定した分子量および前記式（１）
の繰り返し構造、即ちブテンオリゴマーの分子骨格の規則性が肝要となってくる。
【００３１】
まず、ブテンオリゴマー中の分子量は、質量分析（ＭＳ）測定あるいはゲル浸透クロマト
グラフィー（ＧＰＣ）測定によって決定する。さらに、本発明のブテンオリゴマー誘導体
が高分子量の場合にはＧＰＣ測定によるが、その分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）の測定値が１．０
～２．５の範囲にあり、このように分子量分布が狭いことにより、一定した物性を有する
マクロモノマーとして利用することが可能である。
【００３２】
次に、ブテンオリゴマーの分子骨格についてであるが、本発明者らの先の出願（特開平１
０－３０６１２８号公報）に述べた方法に準拠して決定した。つまり、具体的な分子骨格
の決定には核磁気共鳴（ＮＭＲ）測定における、炭素－水素間の連結および炭素－炭素間
の連結を調べるＨＳＱＣ法やＩＮＡＤＥＱＵＡＴＥ法の測定結果に基づいている。
【００３３】
ＨＳＱＣ法では、横軸に１Ｈ－ＮＭＲを、縦軸に１３Ｃ－ＮＭＲをとり、１Ｈ－ＮＭＲの
ピークと１３Ｃ－ＮＭＲのピークが交差している点がその対応する炭素と水素が連結して
いることになり、これにより分子中の炭素－水素間の連結を知ることができる。また、Ｉ
ＮＡＤＥＱＵＡＴＥ法では、横軸に１３Ｃ－ＮＭＲをとり、そのピークから縦軸に炭素の
存在位置を測定する。その炭素の存在位置から同位置の横方向にシフトさせると、そのと
き同位置にある炭素のピークが連結した炭素となる。同様にその炭素から順序よく配列さ
せていくと、１分子中の炭素－炭素間の連結、すなわち炭素骨格を知ることができる。
【００３４】
このようなＨＳＱＣ法およびＩＮＡＤＥＱＵＡＴＥ法の測定から、本発明のブテンオリゴ
マー誘導体を構成している下式（１）に示すイソブチレン骨格を特定することができる。
この特定された繰り返し構造が、全体の繰り返し成長連鎖中に８０％以上から構成されて
いることが判った。なお、通常末端基の一方はｔｅｒｔ－ブチル基である。
【化８】

【００３５】
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　上記のように、本発明により得られるブテンオリゴマー誘導体分子は、式（１）に示す
繰り返し構造単位の数ｎは０以上、好ましくは５以上、さらに好ましくは１６以上であり
、上限値は２００である。また、イソブチレン骨格の繰り返し構造単位が全体の繰り返し
成長連鎖中の８０％以上で構成されている、完全な直線状態を有する分子構造で形成され
ているために、上述のような本誘導体の用途利用を考えた場合に特定の物性を発揮させる
ことが可能である。
【００３６】
【実施例】
以下、実施例により本発明を更に詳しく説明する。
【００３７】
（参考製造例）
＜高反応性ブテンオリゴマーの製造＞
本発明者らが開示した特開平１０－３０６１２８号公報の製造方法によって、下記表１に
示すようにＭｎ＝１１２（平均繰り返し数ｎ＝０）、Ｍｎ＝５６０（平均繰り返し数ｎ＝
９）およびＭｎ＝２３００（平均繰り返し数ｎ＝４０）のブテンオリゴマーをそれぞれ製
造した。それらの化学組成については、下記表１の通りであった。
【００３８】

＊１：例１はＭＳ測定値であり、例２、３はＧＰＣ測定によるポリスチレン換算値を示す
。
＊２：１３Ｃ－ＮＭＲ測定によるオレフィン帰属ピークの積分定量値（詳細は特開平１０
－３０６１２８号公報を参照）を示す。
【００３９】
＜コハク酸誘導体の製造＞
次に、アメリカ特許第４，１５２，４９９号公報の実施例記載の方法を参考にして、上記
のように製造された３種のブテンオリゴマー（参考製造例１、２及び３）と無水マレイン
酸とを無触媒下で反応させてコハク酸誘導体を合成した。
反応終了後には、未反応として存在するブテンオリゴマー、無水マレイン酸および副生成
物を一旦、蒸留およびシリカクロマトグラフ処理によって除去することで、下記式（５）
あるいは式（６）で表わされる不飽和オレフィンを有するコハク酸誘導体を得ることがで
きた。コハク酸誘導体の性状は、下記表２に示す通りであった。
【００４０】
【化９】

【００４１】
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＊３：例１はＭＳ測定値であり、例２、３はＧＰＣ測定によるポリスチレン換算値を示す
。
＊４：１３Ｃ－ＮＭＲ測定により、上式（５）および（６）の構造中のオレフィンに帰属
されるピークに対して、それらのピーク積分定量値の比率を示す。
【００４２】
＜高反応性ブテンオリゴマーとコハク酸誘導体の構造決定＞
上記のように製造された高反応性ブテンオリゴマー（化学構造式（Ａ））とコハク酸誘導
体（化学構造式（Ｂ）および（Ｃ））の其々の化学構造を特定するために、以下の化学分
析を実施した。
末端基構造の特定に対しては赤外分光（ＩＲ）、１次元及び２次元の核磁気共鳴（ＮＭＲ
）により、また、誘導体分子内のイソブテン骨格の規則性に対しては本文記載のＮＭＲに
おけるＨＳＱＣ法およびＩＮＡＤＥＱＵＡＴＥ法により確認した。各種測定におけるスペ
クトルは以下の通りであるが、各スペクトルからの帰属ピークは各化学構造式中の構成炭
素に附記してある記号と一致しており、より明確にするために、ブテンオリゴマー中の末
端、開始基構造及びポリブテン主鎖構造にも大別した。
また、ここに示したスペクトル値は、高反応性ブテンオリゴマーを代表して参考製造例２
、また、コハク酸誘導体を代表して参考製造例５についてである。
【化１０】

【００４３】
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【００４４】

【００４５】

【００４６】
旋光度（Ｎａ－Ｄ（５８９．３ｎｍ））
（Ｂ）および（Ｃ）：０．０００ｄｅｇ
【００４７】
（実施例１～３）
＜γ－ブチロラクトン誘導体の製造＞
製造装置は、窒素および水素ガス導入口、サンプル採取口、圧力指示計、反応温度指示計
、可変式の撹拌機、および還流器を備えた１００ｍＬ内容積のオートクレーブを、恒温調
節が可能な熱媒浴内に設置した。
まずは、オートクレーブ内に、所定量の前記実施例１～３で製造したコハク酸誘導体（表
３）をｎ－ヘキサンに溶解させ、仕込んだ。次いで、その溶液中に、所定量（表３）の１
０％Ｐｄ－Ｃの水素化触媒を予備還元させずにそのまま添加した。
その後、窒素置換を充分行った後に、オートクレーブ内に水素ガスを水素圧が５．０ＭＰ
ａになるようにして封入し、次いで、反応溶液温度が２４０℃に設定してから反応を３時
間行った。反応終了後に反応液を取り出して、固体粉末の水素化触媒を減圧ろ過させ、ろ
液部の反応有機層を蒸留によって濃縮させることで、γ－ブチロラクトン誘導体を表４に
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【００４８】

＊上記実施例１～３ともに、水素圧５．０ＭＰａ、反応温度は２４０℃、反応時間は３時
間とした。
＊５：触媒量はコハク酸誘導体原料に対する重量部を示す。
【００４９】

＊６：仕込みコハク酸誘導体原料に対するモル収率を示す。
＊７：例１はＭＳ測定値であり、例２、３はＧＰＣ測定によるポリスチレン換算値を示す
。
【００５０】
＜γ－ブチロラクトン誘導体の構造決定＞
２種の構造異性体であるγ－ブチロラクトン誘導体（化学構造式（Ｄ）および（Ｅ））の
其々の化学構造を特定するために、前記のコハク酸誘導体の構造決定の手法と同様にして
実施した。
【００５１】
【化１１】

【００５２】
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【００５３】

【００５４】

【００５５】
旋光度（Ｎａ－Ｄ（５８９．３ｎｍ））
化学構造式（Ｄ）および（Ｅ）：０．０００ｄｅｇ
【００５６】
上記データから、原料のコハク酸誘導体におけるＩＲおよびＮＭＲでのコハク酸末端基の
消失および新たなるγ－ブチロラクトン末端基の出現が確認された。また、ＮＭＲから式
（１）のイソブチレン骨格がオリゴマー成長連鎖中の８０％以上で構成されていることや
、コハク酸末端基のどちらか一方が還元されたγ－ブチロラクトン末端基が確認できたこ
とから、本発明の式（２）または式（３）で表されるγ－ブチロラクトン誘導体の化学構
造を特定することができた。また、本実施例で合成されたγ－ブチロラクトン誘導体にお
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【００５７】
さらに、γ－ブチロラクトン誘導体の化学構造から理解できるように、４、７位の炭素が
不斉炭素源となり得るが、本実施例で製造された誘導体は旋光度測定から光学不活性であ
ることが確認されたため、ラセミ混合物であることが確認できた。但し、ＮＭＲから判る
ように、式（２）または式（３）の其々のγ－ブチロラクトン誘導体には光学異性体が存
在していることも確認されていることより、結果的に光学不活性であったのは、この両光
学異性体の旋光度が相殺したことによると推察している。
【００５８】
【発明の効果】
本発明によって、γ－ブチロラクトン官能基を有するブテンオリゴマー誘導体等を提供す
ることが可能である。さらに、本発明のγ－ブチロラクトン誘導体は、エポキシ樹脂等に
対しての反応型可塑剤として、あるいは重縮合反応に対しては新規ポリマー合成のための
マクロモノマーとして利用することも可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】下記構成の１Ｈ－ＮＭＲの測定結果である。
上段：γ－ブチロラクトン誘導体（実施例２）の測定チャート
中段：γ－ブチロラクトン誘導体（実施例１）の測定チャート
下段：高反応性ブテンオリゴマー（参考製造例２）の測定チャート
【図２】下記構成の１３Ｃ－ＮＭＲの測定結果である。
上段：γ－ブチロラクトン誘導体（実施例２）の測定チャート
中段：γ－ブチロラクトン誘導体（実施例１）の測定チャート
下段：高反応性ブテンオリゴマー（参考製造例２）の測定チャート
【図３】下記構成のＦＴ－ＩＲの測定結果である。
上段：γ－ブチロラクトン誘導体（実施例２）の測定チャート
中段：γ－ブチロラクトン誘導体（実施例１）の測定チャート
下段：高反応性ブテンオリゴマー（参考製造例２）の測定チャート
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